
■生物多様性の民間参画に係る動向

生物多様性民間参画ガイドライン（第2版） (概要)

2009年8月 生物多様性民間参画ガイドライン第1版公表

■「生物多様性民間参画ガイドラインの改訂（第2版）」の概要

ガイドライン（第2版）の構成

○要約

エグゼクティブ・サマリー

○序論

ガイドラインの目的、対象、構成等

○第3編 事業者共通の取組

○第4編 事業活動ごとの取組

事業者共通の取組、事業活動ごとの

取組に関する考え方、ヒント、事例

■ガイドラインの目的

生物多様性に関する活動への事業者の参画を促すことを通じて、生物

多様性の保全と持続可能な利用を促進すること

○第2編 基本的な考え方

事業者が生物多様性の保全等に取り組む際の基本

原則、考慮すべき視点、具体的な進め方の手順

（事業者共通の取組及び事業活動ごとの取組）

事業活動ごとの取組に関する記載例

○第1編 事業活動と生物多様性

事業活動を取り巻く状況、事業活動と生物

多様性の関わり、事業者に生じうるリスク

とチャンス 等

第2版の主なポイント

• 生物多様性に関する最近の動向
（SDGsの採択、ESG投資の拡大

等）を追記し、事業者に生じうる

リスクとチャンスについて解説

【第1編】

• 企業活動は生物多様性に影響を及
ぼすだけでなく、その保全等に貢献

できる面があることについても解説

【第2編】

• 日本標準産業分類の業種ごとに、
原材料調達、生産・加工等の事業

活動ごとの取組と生物多様性の関

係を解説【第2編】

• 具体的な取組について、取組ごと
に、キーメッセージ、考え方、実

践のためのヒント、事例等の基本

的な考え方を解説【第3編、第4

編】

事業者共通の取組の検討フロー

生物多様性の保全と持続可能な利用に配慮した取組を行っていますか？

自社の事業活動と生物多様性の関わりを

把握していますか？

いいえ／わからない はい

自社の事業活

動と生物多様

性の関係性を

詳細に把握し

ましょ う

事業活動に応じた取組方針や

目標を設定していますか？

事業活動との

関わり を考慮

して方針や目

標を設定しま

し ょ う

具体的な取組

内容（ 手順や

方法など） を

計画してみま

しょ う

このまま進め

まし ょ う ！

事業者共通の取組

チェックリスト へ

はい

社内の人材育

成や関係者と

の連携強化を

検討してみま

しょ う

④計画の立案②関係性把握 ③目標の設定

定期的なモニ

タリ ングと結

果に基づく 計

画の見直しを

行いまし ょ う

より 効果的に

進めるため、

取組内容を再

確認してみま

し ょ う

⑦モニタリング

⑧計画見直し

⑤能力の構築

⑥外部と連携

○計画の実行

環境問題やCSR等を扱う 部署や体制はありますか？

①体制の構築

まずは社内に

担当者や担当

窓口を設置す

るところから

始めまし ょ う

いいえ はい

はい

はいいいえ

いいえ

取組内容は組織内外に広く 浸透していますか？

多様な主体と連携して取り組んでいますか？

計画に沿ったPDCAサイクルが

う まく 回っていますか？

いいえ はい

いいえ

p.36 p.37 p.42 p.45 p.47 p.55

p.50 p.56

事業者共通の取組の記載例

１.体制の構築①項目名
②キーメッセージ

③考え方

④ヒント

⑤事例

背景図は、業種ごとの事業活動におけるインプット・アウトプット等から生物多様性に与える影響を例示
 事業の流れは「 」で表現し、中心的な事業活動は図の中心に位置
 事業活動の外側に与える影響の内容を配置
 特に中心的な事業活動の上流側・下流側でもインパクト（負の影響、貢献）が生じることに留意が必要（赤枠）
 事業活動の各段階において、配慮すべき内容を「事業活動ごとの取組」別に枠囲い
 吹き出しには「事業活動ごとの取組」の名称と、具体的なヒントや事例の掲載ページを記載

2010年10月 COP10（愛知県名古屋市）で、新戦略計画2011－2020（愛

知目標）を採択（2011年から2020年までの10年間は「国連

生物多様性の10年」）

2015年9月 国連持続可能な開発サミットで、「アジェンダ2030：持続

可能な開発目標（SDGs）」を採択

2015年9月 ISO14001が改訂され、生物多様性に関する国際規格が発効

自然環境を国民生活や企業経営の重要な資本の一つ

として捉える「自然資本」の考え方が急速に普及

Environment(環境)、Social(社会)、Governance(企

業統治)に配慮している企業を重視・選別して行う

ESG投資が近年拡大

第1版を作成した2009年以降、生物多様性に関する社会状況が変化し、これまで以上に企業の取組が必要
■改訂に関する検討会等の経緯

日程 主な議題

第1回検討会 2016年10月26日 ガイドライン（第1版）の課題
及び改訂方針

第2回検討会 2017年1月20日 ガイドライン（第2版）素案の検討
第3回検討会 2017年9月13日 ガイドライン（第2版）案の検討
パブリックコメント

2017年10月24日 ～2017年11月23日 ガイドライン（第2版）案の
パブリックコメント

第4回検討会 2017年12月6日 ガイドライン（第2版）の決定

生物多様性民間参画ガイドラインの改訂に関する検討会 委員

足立 直樹 株式会社レスポンスアビリティ 代表取締役

石原 博 経団連自然保護協議会 企画部会長

○可知 直毅 首都大学東京大学院 理工学研究科 教授

金丸 治子 イオン株式会社 グループ環境・社会貢献部 部長

朽網 道徳 富士通株式会社 環境・CSR本部 プリンシパル・テクノロジスト

日比 保史 一般社団法人 ｺﾝｻﾍﾞｰｼｮﾝ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ 代表理事

パブリックコメントの概要

提出者数：６人・団体 提出意見数：５０

■基本原則

①影響の回避・最小化と保全に資する事業活動の拡大

②予防的な取組と順応的な取組

③長期的な観点

■考慮すべき視点

①事業者の特性・規模等に応じた取組

②サプライチェーン及びバリューチェーンの考慮

③多様なステークホルダーとの連携と配慮

④課題に対する統合的アプローチ

⑤目標設定と進捗管理

⑥社会貢献

⑦情報発信・公開

上流側へのインパクト

の連鎖

その他投入

アウトプット

インプット

水循環系の変化

連続性の分断

温室効果ガスの排出による

温暖化による危機の加速

鳥類などの餌場の消失(乾田)

農地

水管理

農薬の投入

肥料の施用

農地整備

農薬

肥料

水利用

水資源

米

農薬などによる影響

営農・生長管理

燃料・エネルギーの利用

土地利用

過剰施肥などによる水質汚濁

農薬生産段階での影

響

化学肥料生産段階で

の影響

堆肥生産段階での影

響

種苗

苗の導入

苗生産段階での影響

花粉媒介者の導入

受粉作業

地域外の生物の導入･拡散

土地利用による生息地の改変

農作物

同流域他地域への影

響

耕作放棄による里山的環境の変化

廃棄物など

廃棄物

生産段階（電気・ガ

スなど）での影響

生物生息地の変化

下流側へのインパクト

の連鎖

消費者など利用段階

での影響

次段階産業（食品製

造など）での影響

廃棄物の処理

⑥研究・ 開発

→p .7 5

⑤販売

→p .7 2

③生産・ 加工

→p .6 6

⑧土地利用・ 開発 →p .8 0

⑦輸送

→p .7 8

①原材料調達

→p .5 9

②生物資源の利用

→p.6 2

②

⑦


